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継続事業

①事 業 名 電子政府構築計画に基づく電子政府の推進

② （主管課）大臣官房政策課情報化推進室 （室長：高野 茂）主管課及び関係課

③上位施策目標 政策目標１～９

④事業の概要 電子政府構築計画に基づく電子政府の推進
・文部科学省内の情報基盤（LAN,パソコン、電子計算機等）の整備充実
・省内情報のデータベース化、共有化
・業務・システムの最適化
・行政情報化推進体制の強化

⑤予算額及び 平成１６年度概算要求額 １，９３８百万円（平成１５年度予算額１，５３４百万円）
事業開始年度 事業開始年度：昭和４２年度（昭和４３年１月）

平成１０年度から平成１５年度の合計予算額 ７，４９１百万円

⑥必 要 性 ・文部省（当時）では、電子計算機により大量反復処理等を中心とした各種業務の効率
化を図ってきた。近年では、一人一台のパソコン整備とともに、メールやインターネッ
トといった新たな情報通信技術に対応した情報基盤の整備を進めてきたところである。

、「 」 、 「 」、今後は 電子政府構築計画 に基づき 目的① 利用者本位の行政サービスの提供
目的②「予算効率の高い簡素な政府の実現」に向けた施策を推進する。
目的①に係る施策として、現在、文部科学省には１６９２の申請・届出手続があるが

これら手続きをシステム化するためには、オンライン手続・届出システムの構築を図る
必要がある。また、目的②に係る施策として、来年度以降 「業務・システムの最適化、
計画」を策定し、業務処理過程の重複排除、各府省共通システムの利用等により、費用
対効果を高め、人的、物的資源の効率的な活用を通じた行政の簡素・合理化を図る必要
がある。このように電子政府を実現するためにも本事業は必要である。

⑦効 率 性 ・大量反復処理における正確性・作業効率の向上では汎用システム等の活用、省内連絡
等の迅速化及びペーパーレス化の促進に当たってはメール・掲示板等の活用、ノンスト
ップサービス・ワンストップサービスの推進はオンライン申請システム等のインターネ
ットでの活用という具合に、それぞれの目的に合致した適切な情報技術を導入すること
で、適宜、円滑なシステム化を図っている。
特にレガシーシステムについては、レガシーシステム刷新可能性調査を実施し、刷新

要と判断された場合には、最適化計画の策定及びこれらを踏まえた新システムへの移行
等により費用対効果の改善及び業務の効率化・合理化を図る。

⑧ ⑧得ようとす ・電子政府構築計画に基づき進捗状況を把握、分析、評価する。
有 る効果の把握 ・レガシーシステムの見直しにあってはレガシーシステム刷新可能性調査を行い、使用

の仕方（検証 者（文部科学省）及び利用者（国民）の利便性を下げずにトータルコストを下げるこ
効 の手順） とが可能か検討する。

・オンライン申請システムの利用状況
性

・文部科学省における１６９２の申請・届出手続きについて、平成１５年度迄に全ての得ようとする
手続のシステム化を達成する予定であり、また、省内の業務・システムについて、既達成効果の達
に「業務・システム体系一覧」の作成作業に着手していることから本事業の達成は可成見込みの判
能と考える。断の根拠

（判断基準）

⑨公平性、優先 ・業務・システムの最適化による効果が大きいものを優先的にシステム化する。
性

⑩得ようとする ・必要性の乏しい手続の原則廃止 申請・届出等の頻度軽減 達成年度、 、
効果及び達成 添付書類の省略などにより手続の簡素化・合理化を進める
年度 とともに、ノンストップ・ワンストップサービスの拡大に 平成１７年度

努める。
・省内における業務・システムの最適化により、予算効率の
高い簡素な政府を実現させる。
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⑪事業継続の適 ・操作性の改善、普及啓蒙、手数料の軽減等により、オンライン申請システム等の利用
否、改善点等 改善を図る。
の今後の政策 ・行政分野へのＩＴの活用により、国民の利便性の向上と行政運営の簡素化、効率化、
への反映方針 信頼性の向上を図ることを目的としているもので、改善点がある場合は速やかに対応

し、間断のない行政サービスと業務処理に努める。

⑫備 考 レガシーシステム：汎用コンピュータを利用しているシステム、及び長年にわたり随意
契約が繰り返されているシステムをいう。
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国民の利便性・サービスの向上
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ＩＴ化に対応した業務改革
（官房基幹業務、個別業務・システム〈レガシーシステム
を含む〉の見直し等）
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